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買主による代金減額後の「大きな損害賠償」
請求権行使の可否
――ドイツ連邦通常裁判所 2018 年 5 月 9 日民事
第 8部判決の検討――
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Ⅰ はじめに











つ。平成 29 年 5 月成立の改正民法の下では、新たに売買における契約不
適合に関する規律が設けられた (民法新 562 条以下)。そこでは、売主が
契約に適合しない物を引き渡した場合における買主の救済手段として、追
完請求権 (民法新 562 条)、代金減額請求権 (同 563 条)、損害賠償請求権
及び契約解除権 (同 564 条、415 条、541 条および 542 条) が定められて
( 1 ) BGH, 09.05.2018 - VIII ZR 26/17. = NJW 2018, 2863.













できる (437 条) (ドイツ民法については、以下、「BGB」と表記する。)。
買主の救済手段相互の関係について見ると、買主はまず、相当の期間を設
定した上で、追完請求権 (修補請求権または代物給付請求権) を行使しな







(BGB437 条 2 項、323 条)、代金減額権 (BGB437 条 2 項、441 条) また




































( 2 ) 「大きな損害賠償」(法文上は、「全部の履行に代わる損害賠償 (Schadensersatz statt
der ganzen Leistung)」) (BGB281 条) とは、瑕疵ある物を購入した買主が、その物を返
還し、当該目的物の価額全部の賠償 (場合により、逸失利益の賠償を含む) を請求するこ
とをいう。
( 3 ) BGH, Urteil vom 5.11.2010 - V ZR 228/09.= NJW 2011, 1217.
( 4 ) 買主が瑕疵ある物を保持した上で、瑕疵なき物の価額と実際の物の価額との差を損害賠
償として請求することをいう。









審でこの問題について見解が分かれていたところ、BGHは 2018 年 5 月 9
日の判決で注目すべき判断を示した。
Ⅲ 2018 年 5 月 9 日 BGH民事第 8部判決
1 事案の概要
X 会社は、リース会社 Aとの間で、Y 会社が製造・販売するメルセデ
ス・ベンツの新車 (以下「本件自動車」という。) に関するリース契約を
締結した。本件自動車は A が代金 99,900 ユーロで Y から購入し、2014
年 3 月に Xに引き渡された。
X は、2014 年 10 月および 2015 年 2 月に、本件自動車の様々な瑕疵
(とりわけシート位置調整装置の短絡、変速レバーの操作不能、電子機器
周りの多数の欠陥) があったことから 7 回にわたり Y 支店に本件自動車
を運んだ。Xが指摘する瑕疵はその都度Yによって除去された。
X は、Y に対し、売買代金の 20 % (19,800 ユーロ) の減額を求めた
(BGB437 条 2 号、441 条 1 項 1文)。その後、Xは再度、上記とは別の瑕
疵 (①油圧ポンプのパルセーションダンパーの欠陥、②ABC ランプ [警
告灯] の原因不明の点灯) を除去するために Y 支店を訪れた。①の瑕疵
は除去されたが、Y は②について瑕疵を特定することができなかった。
その後 Xは、本件訴訟において、売買代金の減額ではなく、履行に代わ
る損害賠償 (BGB437 条 3 号、281 条 1 項 3 文、5 項 ――大きな損害賠
償) を請求するべく訴えを変更した。これにより、Xは、Yに対し、契
約不履行により生じた損害の賠償および代金の返還を求めた。
( 6 ) Vgl. BGH, NJW 2011, 1217, Rn. 34 f.
146 (190)
















件自動車の製造上の欠陥の現れやすさ) を原因として BGB437 条 3 号、










( 7 ) Vgl. BGH, Rn. 32-45.
147(191)
買主による代金減額後の「大きな損害賠償」請求権行使の可否
定める BGB437 条 3 号が『及び』という文言を用いてその前に規定さ
れる BGB437 条 2 号 (解除及び代金減額に関する規定) と結び付けら
れていることから明らかである……。履行に代わる損害賠償請求権

































BGB437 条 2 号、441 条の要件に基づき減額するか又は BGB437 条 3 号、




BGB437 条 3 号、280 条 1 項、同条 3 項、281 条 1 項 1文に基づく小さ
な損害賠償という瑕疵担保権を重畳的に行使することができる……。
これに対し、買主が売買契約を消滅させたい場合には、BGB437 条 2
号、323 条に基づく契約解除の意思表示をするか又は BGB 437 条 3 号、
280 条 1 項、同条 3 項、281 条 1 項 3文に基づく全部の履行に代わる損
害賠償 ――契約全部の不履行によって買主に生じた損害の賠償を目的
とし、給付義務の消滅 (BGB281 条 4 項) ないし既履行給付の返還
















れを指摘しているように―― 買主 (本件では X) が売買代金を適切に
減額した (上告審ではその有効性を前提とする) 後で、同じ瑕疵につき
全部の履行に代わる損害賠償 (BGB437 条 3 号、280 条 1 項、同条 3 項、
281 条 1 項 3文) を請求し、売買契約の巻戻し (BGB346 条以下に関連
する 281 条 5 項) を求めることとは両立しない。立法担当者は、相反す
る目的 ――契約の維持又は契約の解消―― に向けられた代金減額
(BGB441 条) と解除 (BGB323 条) という担保権を……買主が択一的
に選択して行使できる形成権として定めた。このことは、立法理由書か
ら明らかであるのみならず、民法の他のいくつかの箇所にも現れている。
例えば、買主は、BGB437 条 2 号に基づいて、契約を解除するか『又
は』売買代金を減額することができる。そしてまた、BGB441 条 1 項 1
文は、買主は『解除に代えて』売買代金を減額することができると定め
ている。




択を認めているわけではない。BGB437 条 3 号で列挙された小さな損害
賠償請求権 (BGB437 条 3 号、280 条 1 項、同条 3項、281 条 1 項 1文)
及び大きな損害賠償請求権 (BGB437 条 3 号、280 条 1 項、同条 3 項、
281 条 1 項 3文、同条 5項) においても、買主は、契約を維持し価値下






が表示された後は (BGB441 条 1 項 1文)、解除のみならず、――解除





BGB281 条 1 項 3文に基づく大きな損害賠償を請求すること (BGB281










連邦通常裁判所は、従来の判例において、代金減額 (BGB437 条 2 号、
441 条 1 項 1文) 後の担保権者に対し、補充的に、価値下落分及びその
他の瑕疵に基づく財産的損失の填補を目的とする契約を維持したままの
履行に代わる損害賠償 (いわゆる小さな損害賠償。BGB437 条 3 号、














するにすぎないと述べる……。しかしこの見解は、BGB437 条 2 号及び
3号の規定が基礎に置く上述した構想を顧慮していない。上記の見解は、



















瑕疵を前提としたときに有効に―― 表示された代金減額 (BGB437 条
2 号、434 条 1 項、441 条 1 項 1文) を再び取りやめ、それに代えてい
わゆる大きな損害賠償請求権 (BGB437 条 3 号、434 条 1 項、280 条 1
( 8 ) BGH, Rn. 46-62.
152 (196)

































































的に変更して BGB437 条 2 号の形成権をその行使とともに拘束力ある
















推』により―― 買主に対し、すでに表示した代金減額 (BGB437 条 2
号、441 条 1 項 1 文) から大きな損害賠償請求権 (BGB437 条 3 号、
434 条 1 項、280 条 1 項、同条 3 項、281 条 1 項 3文) への変更、した
































条) に代えて形成権としての解除 (BGB323 条) を認め、今では代金減
額 (BGB 旧 462 条) も同様に形成権 (BGB441 条 1 項 1 文) に変更す






























したがって、買主は、BGB437 条 3 号に従い、有効に代金減額権を行
使した後も、さらに生じた損害については BGB280 条 1 項、同条 3 項、



















に付随する保証の一定の側面に関する 1999 年 5 月 25 日の欧州議会及び
理事会の指令 1999/44/EG (ABl. Nr. L 171 S. 12 ; 以下、「消費用動産売





のみを規律していることから明らかとなる。消費用動産売買指令 3 条 2





( 9 ) 消費用動産売買及びそれに付随する保証の一定の側面に関する 1999 年 5 月 25 日の欧州
議会及び理事会の指令 1999/44/EG (ABl. Nr. L 171 S. 12)。
(10) BGH, Rn. 63-69.
158 (202)













10 号参照；指令 3 条 2 項、同条 3 項、同条 5 項)。そして、そこでは追

























的に選択できるものとしているからである (BGB437 条、441 条の文言、
さらに立法資料の考慮事由……も参照。)。
上記の理由により、Xの上告審代理人が口頭弁論において当法廷に
対して述べた考え方とは異なり、先決裁定 (EU機能条約 267 条) のた
めに本件を欧州司法裁判所に付託する根拠はない。」。
(4) 結論
















(1) Derleder の見解 (BGB325 条の類推適用)
まず、従来の裁判例および学説の議論を整理しておきたい。代金減額後
の「大きな」損害賠償への移行が認められるか否かについて、本件の原々























(11) Peter Derleder, Der Wechsel zwischen den Gläubigerrechten bei Leistungsstörungen
und Mängeln, NJW 2003, 998.


























。本件の原審 (シュトゥットガルト上級地方裁判所 2017 年




(13) Vgl. Derleder, NJW 2003, 998, 1002 f.
(14) OLG, Stuttgart, Urteil vom 01.02.2006 ‒ 3 U 106/05. ; 本判決の評釈として、Ernst-
Dieter Berscheid, Umschwenken auf großen Schadensersatz nach ausgeübter Minderung,
ZGS 2009, 17.
(15) Vgl. LG, Stuttgart, Urteil vom 20.05.2016 ‒ 23 O 166/15.
































択されなければならないことは、BGB441 条 1 項 1文の文言から明らかで
あるという。すなわち、この規定によれば、代金減額は「解除に代えて」
(17) Vgl. B. Grunewald, in : Erman, Kommentar zum BGB, 15. Aufl. 2017, § 437 Rn. 48. ; その
他、Stadler/Jauernig, Bürgerliches Gesetzbuch : BGB, 2018, § 325 Rn. 2.も同様。
(18) Vgl. B. Grunewald, in : Erman, Kommentar zum BGB, 15. Aufl. 2017, § 437 Rn. 48.
(19) Vgl.Michael Stöber, Das Verhältnis derMinderung zu Rücktritt und Schadensersatz im
Kaufgewährleistungsrecht, NJW 2017, 2785. ; BeckOGK/Stöber, in : GesamtHrsg, Gsell/
Krüger/Lorenz/Reymann, Hrsg, Ball (Stand : 01.08.2018), § 441 BGB Rn. 22.
(20) Vgl. Stöber, NJW 2017, 2785, 2788.
(21) Vgl. Martin. P. Lögering, Verlust etwaiger Schadensersatzrechte durch die Minderung











な理由がないという。とりわけ 2006 年 2 月 1 日シュトゥットガルト上級
地方裁判所判決や Derlederが代金減額と大きな損害賠償の併存を認める











体系的な違いは、それぞれの権利行使要件 (BGB441 条 1 項 2文、323 条


































(23) Vgl. Lögering, MDR 2009, 664, 666. ; 同じく、代金減額後の「大きな」損害賠償を
否定する見解として、Dauner-Lieb/Dubovitskaya, in : Dauner-Lieb/Langen, Nomos-
Kommentar zum BGB, 3. Aufl. 2016, § 325 Rn. 11. ; Schmidt, in : Prütting/Wegen/



































(24) Vgl. BGH, NJW 2018, 2863, 2869, Rn. 50.
(25) Vgl. BGH, NJW 2018, 2863, 2870, Rn. 57.




































(27) Vgl. BGH, NJW 2018, 2863, 2870, Rn. 58.
(28) Vgl. BGH, NJW 2018, 2863, 2870, Rn. 60.
(29) Vgl. BGH, NJW 2018, 2863, 2870, Rn. 62.
(30) Vgl. BGH, NJW 2018, 2863, 2870, Rn. 63.
(31) Vgl. BGH, NJW 2018, 2863, 2870 f., Rn. 64.


































れることにある (BGB441 条 3 項、同条 4 項)。したがって、代金減額の
(33) Vgl. Christopher Kühner, Keine Rückabwicklung des Kaufvertrages im Wege des
„großen Schadensersatzes“ nach zuvor erklärtem Minderungsverlangen, GWR 2018, 331.
(34) Vgl. Juan Carlos Dastis, jurisPR-BGHZivilR 12/2018 Anm. 1.
(35) Vgl. Dirk Looschelders, Kein Anspruch auf Rückabwicklung des Kaufvertrags im
Rahmen des großen Schadensersatzes nach wirksam erklärter Minderung, JA 2018, 784,
787.
(36) Michael Stöber, Rücktritt und großer Schadensersatz nach erklärter Minderung,NJW
2018, 2834. ; vgl. auch BeckOGK/Stöber, (Fn. 19) BGB § 441, Rn. 17 ff.
















































































































わが国では、民法 (債権関係) 改正へ向けた法制審議会民法 (債権関
係) 部会の中で、契約不適合給付に対する買主の救済手段相互の関係性に
ついて熱心な議論が行われた。その結果、2017 年 5 月改正の民法の下で
は、買主は、代金減額を請求する前に原則として売主に履行の追完を請求
しなければならないとされ (民法新 563 条)、「追完請求権」(民法新 562




































(40) 民法 (債権関係) 部会資料 75A「民法 (債権関係) の改正に関する要綱案のたたき台
(9)」16頁を参照。




























BGH によれば、代金減額後の解除や大きな損害賠償 (填補賠償) が許
されないのは、主として、「代金減額によって契約関係を維持するという
買主の決定」と「その後に解除または大きな損害賠償 (填補賠償) によっ
て契約関係を清算するという買主の決定」とが、その目的設定において矛
盾するからであった。すなわち、法律効果の両立不可能という意味での矛
174 (218)
盾ではなく、「買主の意思決定の矛盾」を捉えて代金減額と解除ないし損
害賠償の両立を否定した点が重要である。また、BGH 判決では、当事者
利益のバランスという観点が示され、ここから代金減額後の解除または大
きな損害賠償 (填補賠償) を否定する論拠が示される。すなわち、瑕疵担
保責任制度は、買主の利益 (権利行使における買主の自由な選択可能性)
のみならず、売主の利益 (法的地位の安定) にも配慮していることを確認
した点にBGH判決の二つ目の重要な意義が認められる。
日本法の下でも、改正民法の立案担当者の見解に従い、「代金減額請求
権と解除権」および「代金減額請求権と填補賠償請求権」の併存は否定さ
れるべきであると考えるが、その理由は、両方の権利の行使が「買主の意
思決定」レベルで矛盾を生じさせること、および、売主の法的地位の安定
を確保する必要があるという点に求めることができよう。
Ⅴ おわりに
これまでドイツの下級審で判断が分かれていた代金減額後の「大きな」
損害賠償請求をめぐる問題について、BGH がこれを否定する判断を示し
たことは、ドイツの法実務に大きな影響を与えるだろう。理論的にも多く
の示唆を与えるこの判決は、近時改正された日本民法 (債権法) の下での
同種の問題 ――「代金減額請求権と解除権」および「代金減額請求権と
填補賠償請求権」の併存可能性―― を検討するうえでも参考になる。
175(219)
買主による代金減額後の「大きな損害賠償」請求権行使の可否
